
書式第 12号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

令和 2年度 事 業 報 告 書

特定非営利活動法人かものはLプロジ エ ク ト

1 事業の成果
【インド事業】

TaReesh(タ フティーシュ)事業では、コロナ禍のロックダウンに伴ったサバイバー (人身売買被害者)

たちへの緊急支援、及び昨年度に引き続き、裁判支援、サバイバーの生活再建、刑事司法制度や福祉制度

の強化に取り組みました。Leadershゎ Ne離 (サバイバーのリーダーシップ、2020年度より名称変更)

事業では、サバイバーリーダーたちがそれぞれのリーダーシップを発揮しながら、他の被害者支援、地元

行政・警察・メディアヘの働きかけ等の活動を行いました。また、反人身売買セクターの横断的な全容調

査の委託実施とインド16州 59団体の 118人を対象にリーダーシップ傾向調査を行いました。

【日本事業】

CI(コ レクティブ・インパクト)事業では、NPO法人 ETIC。とのパートナーシップのもと、地域の

連携・協働を促進する媒介となると期待される6団体への支援を行いました。VOICE事業では、児童養

護施設で暮らす子どもたちの声を聞き、施設運営者、そして政策形成の場に届けるといつた活動を行い

ました。また、かものはしのメンバーが子どもの声の代弁者 (ア ドボケイト)になるための学習を行いま

した。加えて、2021年 1月 の2回目の緊急事態宣言を受け、一般社団法人Ma… ∞ と共同で、社会
的養護を巣立った若者への緊急支援を実施しました。

【広報・ファンドレイジング】

2021年 3月 末現在で 14,889名 の方に会員として応援いただいています。2020年度の収益は4億 1

千 8百万円、支出は 3億 2千 9百万円となりました。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業              (事 業費の総費用 【308,642】 千円)
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書式第 13号 (法第 28条関係 )

令和2年度 活動計算書 (その他事業が上登場合)
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人かものはしプロジエクト
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書式第 15号 (法第 28条関係 )

令和2年度 貸借対照表
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人かものはじプロジエクト
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令和2年度  財務諸表の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人かものはしプロジエクト

重要な会計方針
財務諸表の作成は、PO法人会計基準 (2010年 7月 20日  2017年 12月 12日 最終改正 ⅣO法人会計基準協議会)
によっています。

(1)消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は税込方式を採用しております。

使途等が制約された寄附金等の内訳
使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通りです。
当法人の期末時点で使途が制約されていない正味財産は195,943,745円です。

3.借 入金の増減内訳

4.役 員及びその近親者との取引の内容
役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

2

5 その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするため

に必要な事項
・事業費と管理費の按分方法
各事業の経費及び事業費と管理費に共通する経費のうち、給料手当、賞与および法定福利費については従事

割合に基づき按分しています。

・ 給料手当には使用人兼務役員分も含まれていますが、支給対象者数が少ないため個人情報保護の観点から金

額の明示を省略しています。

・ 2019年 10月 にOak財団と3年間のTafteesh事業の実施に関する契約を締結しました。
2021年4月 から2022年 11月 までに、Oak財団とかものはしプロジェクトが以下を拠出する予定です。

2年次残高
(2021年 4月 ～2021年 11月 )

3年次
(202メ甲12月 へ′2022年 11月 )

USD 円 USD |=|

Oak財団 72,657 8,043,856 190,753 21,118,264
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※日本円は読者の便宜のために提供するものであり、2021年3月 31日 の為替相場 (lUS S=110.71円、単位未満切捨て表示)で
換算しています。

【庁Zヨ内 容

インド事業 38,650,394 38,650,
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書式第 17号 (法第 28条関係 )

令和2年度 財産 廃ヨ

L困

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人かものはじプロジェクト

ヨ
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現金預金
現金
外貨現金 ドル

普通預金 東京三菱UFJ銀行渋谷中央支店
外貨預金 東京三菱UFJ銀行渋谷中央支店
ゆうちょ銀行 019店
三井住友銀行 渋谷支店
みずほ銀行 渋谷中央支店
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日本政策金融公庫 5,340,000

長期借入金
日本政策金融公庫
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【B-1】 負 債 合 計 ③+④ 36,316,335

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ―【B-1】 195,9431745



書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

令和2年度年間役員名簿 (前事業年度において役員であったことがある全員の氏名及び住所又は居所並

びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿)

特定非営利活動法人かもの Lプロジェタト

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係)
□各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係 )

2 役員一覧

役 名
どちらかに○

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間
報酬を受けた期間

(該当者のみに記入)
氏   名
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書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係)
設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人かものはじプロジェク ト

氏   名

1 齋藤 早耶香

2 青木 健太

3 本木 恵介

4 金子 功

5 河合 哲志

6 小城 武彦

7 山崎 幸平

8 高橋 義孝

9 山口 元毅

10 堀尾 健太

11 藤井 武治

12 井上 英之


